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組織の分権化と管理会計

島 吉 申イ

概要 近年,多 くの日本企業は,流 動的で不確実な市場環境に対応するために,一 ・層の分権

化を意図 した組織変革を進めている。そのひとつ として,製 造現場 レベルへの分権化があ

り,包 括的な権限を委譲された製造工程における自律的な調整活動 によって,環 境変化に対

応す ることが意図されている。本稿では,こ のような分権制組織 におけるコン トロール ・シ

ステムの特徴を,実 証研究結果の レビューを通 じて明 らかする。 さらに,そ の特徴を日本に

おけるミニ ・プロフィットセンター研究の成果と比較 し,今 後の研究課題を提示する。

Abstract In today's complex and dynamic environment, many Japanese firms have 

tried to reorganize their organizational structure in order to achive a more decen-

tralized decision—making authority as a way to respond to rapid and constant 

changes in the environment at the work—unit level. The purpose of this paper is to 

examine the impact of this decentralization on effective control system design. For 

this purpose, previous empirical research which shows the relationship between or-

ganizational structure and control systems is briefly. Based on these results, the 

opportunity for future research regarding the  mini  —  profit center in Japan is 

discussed.

キー ワー ド 組 織改 革,分 権化,マ ネ ジメ ン ト ・コ ン トロール ・シス テ ム,業 績管 理,ミ

二 ・プ ロフィ ッ トセ ンター(MPC)

原稿受理日 2004年3月30日



第2巻 第1号

1.環 境変化と組織構造

通常,企 業の組織では,全 体目標の達成に最適 となるように,職 能集団への分業 ・分権

化や組織の階層化が行われている。例えば,職 能の視点か らは,営 業部門や製造部門,研

究開発部門といった集団があ り,階 層化の視点か ら見れば トップマネジメン ト,事 業部,

部門,課,係,班 等 の集団の階層が,企 業の組織に存在 している。 そ して,こ れ らの各業

務単位の成果が全体 として統合 されることで,全 体 目標が達成 される。 この成果の統合プ

ロセスは,職 能集団の くくり方や階層化の状況によって規定される。当然,成 果の統合プ

ロセスにおいて中心的な役割を担 う管理会計 システム も,組 織構造 に適 した形で設計 され

る必要がある。

組織構造の決定に際 しては,対 象 とする市場環境や競争環境の中で,企 業がその目的を

効率的に達成するために,企 業内で どのように集団を専門化 し階層化す るのが最適である

か とい う問題がある。すなわち,環 境適合的な組織構造の決定 とい う問題である。 この問

題に対 しては,こ れまでコンティンジェンシー理論に基づ く研究の中で,主 として職能別

部門組織 と事業部制組織 といった組織構造を対象 とした研究が進め られてきた。 その議論

を簡単 にまとめれば,比 較的安定 した環境においては,製 品やサー ビスを大量に安定 して

提供可能な職能別部門組織が適合 し,一 方で,不 安定で不確実 な環境に直面す る企業では,

生産,販 売等の包括的な職能を含む自己充足的な事業部制組織が適合す るということであ

る。事業部制組織は,市 場の多様化及び製品多様化や他企業 との競争激化 に対 して,環 境

に直面 している事業部 に包括的な権 限を委譲 し,利 益責任や投資責任を負わせる組織であ

る。事業部制組織は,市 場環境の素早い情報収集,戦 略立案,戦 略実施のプロセスや最適

な資源配分を可能 とし,不 確実な環境での企業の競争力の維持 に有効であると考え られて

いる。

2.分 権制組織の展開

しか し,今 日の環境 は,そ の不確実性や不安定性をさらに増大させており,企 業 は,顧

客ニーズの多様化及び流動化,新 しいニーズや新技術の出現,長 期的な景気減退の もとで

の限 られた需要 を巡 る企業間競争の激化や新たなる企業の参入,さ らには規制緩和 に伴 う

業界の再編 と,ま さに激動の環境変化に直面 している。企業にとっては,常 に変動する市
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場 ・技術 ・顧客に関す る情報の収集,迅 速な意思決定 と行動の重要性がこれまで以上 に高

まっている。

このような状況の もと,今 日の 日本企業は,環 境の変化 に素早 く対応できる柔軟なプロ

セスを組織内に確保す ることを目的として,更 なる組織変革を進めている。そこには大き

く二つの流れがある。

ひとつは,社 内カンパニー制組織の導入や社外分社化の実施 といった,事 業部制組織よ

りもさらなる分権化を意図 した組織構造への改革である。社内カ ンパニーや社外分社に従

来の事業部 よりも広範囲で 自己充足的な権限や資源を与えることで,よ り一・層の自律性を

発揮す ることが期待 されている。

もうひとつは,事 業部 レベルよりもさらに低い組織階層への分権化の促進がある。 これ

まで 日本企業ではQC(QualityControl)サ ークル等の小集団による自主的な取 り組み

によって,品 質改善 や製造原価低減に大きな効果をあげてきた(1)。もともとは明るい職場

作 りや 自己啓発を 目的 とし,従 業員の 自発的な取 り組みであった小集団活動 は,厳 しい経

営環境の中でその活動成果が企業業績に大きく影響す るという認識か ら,企 業の公式的な

組織活動に取 り込まれてお り,コ ス トダウンや生産性向上や品質改善,及 び競争上の重要

な問題の解決を直接の 目的としている。そ して,目 的達成に必要な一定の権限を製造工程

に委譲 し,自 律的活動を促す ことで,環 境変化への柔軟な対応を試みている。

このように,今 日の 日本企業は環境変化に対処すべ く,事 業部 レベルでの分権化 とよ り

低い組織階層 の小集団への分権化が進め られている。 しか し,さ らなる分権化を意 図した

組織形態が有効 に機能す るためには,単 に組織形態を変更 し権限を委譲す るだけではな

く,自 律的な活動を推進 しつつ も,全 体 としてその成果を統合す る手段が不可欠である。

すなわち,マ ネジメ ン ト・コン トロールの考え方や管理会計手法の変革が不可欠 となる。

特 に管理会計手法は,業 務に必要な情報の伝達や,目 標の設定,業 績の測定 ・評価を通

じて,組 織成員の意思決定や行動に大 きな影響を与えるという点で,重 要な役割を担 う。

以上のような認識のもと,本 稿では,紙 幅の関係上,特 に製造工程への分権化 に焦点を

当て,そ こで利用 される管理会計 システムの役割を検討す る。以下では,ま ず,分 権的な

(1)QCサ ークルとは,全 社的品質管理活動の基本単位であり,同 じ職場内での自己啓発 ・相互啓

発や,職 場の管理や改善を継続的に全員参加で行う小集団のことである(石 川,1981)。 歴史的

に振 り返ると,明 るい職場づ くりや人間尊重と生き甲斐のある職場づ くりを目的として,職 場の

小集団が戦前戦後を通 じて利用されてきたようである、 しか し,昭 和30年 後半からの,日 本生産

性本部,日 本能率協会,日 本科学技術連盟等の各種団体による活動推進や教育活動を通 じて,そ
の活動内容 は,自 己啓発型 ・改善活動型から問竈解決 ・自主管理型への活動内容の転換されてき

た(上 田,1980)。
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製 造工程 の特 色 と,マ ネ ジメ ン ト・コン トロール概念 の変容 につ いて述べ る。 次 に,分 権

制 組織 の管理 に影響 す る要 因 を明 らか にす る。 さ らに,欧 米 にお け る既存研 究 の レビュー

を通 じて,分 権 制組織 の コン トロール ・システムの特徴 を 明 らか にす る。最 後 に,日 本 に

お ける ミニ ・プ ロフ ィ ッ トセ ンター研究 の貢献 を検 討 しな が ら,今 後 の研究 課題 につ いて

言 及す る。

3.マ ネ ジメ ン ト ・コ ン トロー ル 概 念 の 変 化

マネ ジメント・コン トロールとは,企 業 目的を実現す るために組織活動に影響を与える

プロセスである。現実の企業では,企 業 目的達成 のための意思決定 や具体的な業務活動

は,組 織内の階層化され分業化 された集団を通 じて実行 されることになる。伊丹(1986)

では,「 マネジメン ト・コン トロールの本質 は,階 層的な意思決定 システムにおいて下位

者 に対 して上位者か ら権限委譲 された意思決定を,上 位者が コン トロール してい くという

ところにある」(同,p.23)と 定義 している。

この意味でマネジメン ト・コン トロールを捉えるな らば,様 々な システムが,マ ネジメ

ン ト・コン トロールを実行す る手段 として企業内に存在 している。狭義 に捉えるならば,

口頭 による指示や命令,規 則や手続きの規定等,成 員の行動を直接的に方向付 けるシステ

ムが存在する。また,経 営理念,戦 略,組 織構造,人 事管理,リ ーダーシップな ども,組

織内の管理 システムの大枠を決定す るという面で,マ ネジメン ト・コン トロールに関係 し

ている。特 に管理会計 システムは,マ ネ ジメン ト・コン トロールにおける,計 画の設定一

計画の実行一業績評価一修正活動 といったプロセスを支援する,組 織の公式的な管理 シス

テムとして位置づけられる。

従来 の製造工程の管理 は,安 定 した市場環境 を前提としていた。その管理は,安 定 した

需要 に対応すべ く,大 量生産を可能 とするように分業化された製造工程 に必要な人的 ・物

的資源が配置され,所 与の生産能力や標準化 された作業手続きのもとで,設 定 された生産

計画や原価 目標を達成することを 目的としている。 この場合,製 造工程 に対 して委譲 され

る意思決定権限は,各 工程内の作業に関す る調整活動 に限定されてお り,基 本的に生産計

画や原価 目標は トップダウン的に決定 され ることになる。また,計 画実行段階で事前の環

境予測が不適切であると認識 された場合,上 位管理者が計画を調整することになるが,安

定的な市場環境のもとでは,そ の調整 コス トは小さいと考え られる。

よって,製 造工程の管理 は,設 定された生産計画や原価 目標を効率的達成す るよう,製
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造活動 を管理者がコン トロールすることに目的がおかれていた。そこでは,計 画や 目標の

設定による事前的な活動調整 と,製 造活動の結果であるアウ トプ ットのコントロールを中

心 としている。

このような製造工程の管理 目的に対 して,予 算管理や標準原価管理制度の管理会計手法

がこれまで広 く用い られてきた。 これらの管理会計手法は,責 任会計の考え方に基づ き,

各工程の管理責任を明確 にし,そ の達成を促す ことを主眼として利用 されている。

まず,総 合予算か ら導 き出される製造高予算や製造原価予算 ・生産計画が上位管理者 に

よって作成 され,製 造工程 に対 して伝達 される。標準原価管理では,予 算や標準的作業方

法を基 に標準原価が設定 され る。総合予算は,環 境要因や内部部門間の相互依存関係を事

前に調整 して決定 されるので,個 々の製造工程が設定 された予算や標準原価 目標 を達成す

ることは,全 社的目的の達成に結 びつ くと考え られている。 そして,期 中における製造活

動を経て発生 した実際原価 と事前の予算 目標や標準原価 と比較す ることで,予 算差異や標

準原価差異が把握 される。 これらの差異分析か ら得 られ る情報は製造工程や上位管理者 に゜

フィー ドバ ックされ,次 期以降の工程改善や生産計画 ・標準原価の設定 に利用 され る。 こ

の差異情報を従業員の業績評価に結びつけることで,自 工程の製造活動 に対す る一層の努

力を従業員 に動機付 けるのである。

一方で,企 業を取 り巻 く市場環境は大 き く変化 している。競争環境の激化や顧客ニーズ

の多様化,製 品寿命の短命化に対 して,多 くの企業はマーケ ットイ ンの思考のもと,従 来

の大量生産か ら多品種少量生産への移更 を余儀な くされてお り,こ れまでの環境を前提と

した工程管理の考え方を変革す る必要性 に迫 られている。

例えば,製 品寿命の短命化は,長 期 ・大量生産を前提 とした,標 準原価管理 による長期

的な原価低減効果の蓄積を困難 させ る。 また,競 争環境の激化を原因とする製品価格の経

常的な下落は,設 定 された標準原価をす ぐに陳腐化 させて しまう。製品需要予測 は不確実

とな り,市 場や取引先か らの需要の増減に対 して,当 初の製造計画は常に修正 されな くて

はならない。 このような計画の変更や需要の変動に対応するために,製 造プロセスを柔軟

に対応 させ ることが不可欠 となっている。

このように,今 日の製造工程の管理 においては,事 前の計画 ・目標設定 よるコントロー

ルの有用性 は低下 し,所 与 とされた計画や標準原価の効率的な達成を追求するよ りも,む

しろ製造工程管理者 自身が,常 に変動する市場 ・技術 ・顧客 に関す る情報を収集 しつつ適

切な目標を設定 し,そ の目標達成 に向か って製造工程を迅速 に対応 させるよう動機付ける

管理が必要 とな っているのである。
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すなわ ち,製 造工程 のマネ ジメ ン ト・コ ン トロール は,上 位管理者 による,事 前 の計

画 ・目標設定 とアウ トプット・コン トロールという考え方か ら,製 造プロセスを 自律的に

環境適応 させ るという考え方へ変容する必要がある。上位管理者 は製造活動を事業戦略や

市場戦略 に沿 うようある程度の方向付 けながら,計 画や目標の設定を含む,製 造活動に関

す る一定の意思決定権限を製造工程に委譲する。そ して,不 安定で不確実な環境に直面す

る下位階層の管理者 や成員が,自 らの環境認識のもとで適切な計画や目標を設定 し,部 門

間や製造 プロセスにおける従業員間のインタラクションを高めなが ら,製 造部門間の相互

依存関係を自律的に調整す ることを通 じて,環 境に対 して柔軟に対応することが求め られ

るのである。 このことは,製 造工程間や職能部門間 ・従業員間の相互依存関係の状況に影

響を与 えるように活動プロセスを コン トロールす ることが,こ れまで以上に重視 されるこ

とを意味する。

4.活 動 プ ロセ スへの影 響 要 因

製造工程の活動プロセスの状況やその成果には,多 様な要因が影響する。小集団内の活

動 プロセスを分析対象 とし,小 集団活動の効率性に影響を与える条件や要因を検討 してい

る研究は,組 織論領域の研究 に見 られる。

例えば,Hackman(1987)で は,イ ンプ ットー プロセスー アウ トプ ットという小集団

の活動プロセスモデルを基本 として,小 集団活動 に影響を与える要因を示すモデルが示 さ

れている(図1)。

イ ンプ ッ ト

個人噸 因1＼
プロセス ア ウ トプ ッ ト

_一 レ[麺 到

}集団 レベル要因1--1集 団の相互作用 プロセスi

1環_要 因1/

＼1そ の他の成果1一
時間t1 t2

Hackman(1987)p.316よ り,一 部省 略

図1小 集 団の活動プ ロセス と影響要因

この モデル で は,個 人 レベル要 因(メ ンバ ーの スキル ・行動 パ ター ン ・態 度 ・個 人 的特

性 な ど),集 団 レベ ル要 因(構 造 ・凝 集性 の程 度 ・サ イ ズな ど)環 境 レベル要 因(集 団タ
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スクの特性 ・報酬構造 ・環境圧力の程度など)と いったイ ンプッ ト要因が識別 されている。

そ して,こ れ らのインプッ ト要因の状況が,集 団内の相互作用プロセスの程度 に影響 し,

さらにはアウ トプ ットである業績(業 務の質 ・問題解決のス ピー ド・欠陥品の数な ど)や

その他の成果(メ ンバーの仕事への満足度 ・集団への一体感 ・変化への態度など)生 み出

す と考えられている。また,イ ンプッ トープロセスー アウ トプッ トという直線的で一方通

行的な見方ではな く,イ ンプッ トはアウ トプ ットに直接的に影響を与えること,ま た長期

的には,ア ウ トプ ットの状況がプロセス上の相互作用やインプッ トの状況に影響を与える

ことが考え られ るとしている(図2)。

インプットの状況 一一一→ 集団の相互作用プロセス ー 集団の業績一
図2

このようなモデルを前提として,イ ンプ ット要素 と相互作用プロセスの状況や業績 との

影響関係を把握す るとともに,小 集団活動による業績を高めるために,そ れ らの要素をど

のように変更すべきかについて明 らかにす ることが重要である(Goodmaneta1.,1986;

Hackman,1987)。

これに対 して管理会計手法は,小 集団における成員の行動及び業績の評価を通 じ,組 織

や組織成員の価値観や集団規範 に影響を与えることによって,集 団内の相互作用の状況に

影響を与える役割を担 う。例えば,品 質意識やコス ト意識 成員 自らが変革をおこなう態

度は,ト ップによる意識改革の必要性の提示や説得 も重要であるが,業 績評価 システムを

通 じて,相 互作用 プロセスに積極的に貢献することが,管 理者や成員の利益に結 びつ くと

いう知覚を成員内に生成することが何 よりも重要である。

Lawler(1987)で は,業 績評価 は組織 において何が評価 されるのかを示すことで,組 織

における価値観や組織文化 に大 きな影響を与えることが指摘 されている。 この業績評価 と

組織文化の関係は,Schein(1989)に おける組織文化の概念を用いて説明することができ

る。Schein(1989)で は,組 織文化は,① 人工物 と創造 されたもの,② 価値,③ 基本仮定

で構成されるとしている。 それ らの関係 と生成 プロセスは次頁の図3の ようにまとめ られ

る。

このモデルに示 され るような組織文化の階層的な性質を前提 とすれば,組 織 において何

が評価されるのかを具体的に表現す るものである業績評価システムは,① のレベルに該当

す ると考え られ る。そ して,組 織 において評価 される成果や行動が業績管理 システムに

一241(241)一



第2巻 第1号

組織文化の構造

撫∴ 　 　 　 1諜
生成プロセス

基本仮定が具体的な形で組織内に表出する

過去の成功体験等が組織に共有され基本仮定に落とし込まれる

(③② ①)
一
(①② ③)
一

図3組 織文化の構造と生成プロセス

よって示 されることによって,② の レベルに該当す る個人や集団の価値観や規範の内容に

影響を与えるのである。最終的には,そ のような価値観や規範は,③ の レベルに該当す る

組織の基本的な仮定にな り,組 織文化全体が変化す ると考えられ るのである。そ して,新

たな組織文化が生成 されれば,基 本的な仮定が,組 織成員の価値観や集団規範に表出 し,

組織にとって望ましい成員の具体的な行動 として表れる。 また,そ れ らが業績評価 システ

ムを通 じて評価されることを通 じて,新 しい組織文化 はよ り強化 されると考えられる。

このように,業 績評価 システムは,組 織成員が知覚する集団や組織の価値及び文化 に影

響することで,組 織文化の生成プロセスに影響 し,小 集団内の相互作用の状況に大きな影

響を与えるのである。

さらに,管 理会計手法にはもう一つ重要な役割がある。それは,小 集団の業績や成果情

報をプ ロセスにフィー ドバ ックす ることで ある。Ancona(1990),Ancona&Caldwell

(1992)で は,外 部環境が小集団の業績 に与える影響を分析 してお り,外 部環境 との関わ

りが多い小集団においては,そ の内部的なプロセス技術を構築す ることと同じくらい外部

環境に対応することが業績に大 きな影響を与えるとし,そ の外部環境 と内部プロセスとの

結びっきが重要であると指摘 している。具体的には,小 集団の業績 ・成果情報を小集団へ

のイ ンプ ットやプロセスにフィー ドバ ックさせることによって,外 部環境 に柔軟 に対応す

るようにプロセスの修正 を行い,小 集団活動を再構成することが可能になるとしている。

このような成果のフィー ドバ ック情報 は,財 務 ・非財務的指標を含む,業 績評価 システム

によって提供 されることが有効であろう。

よって,小 集団の業績管理 システムは,小 集団が自らのタスクに関する意思決定を行 う

ために必要な業績 ・成果情報を提供す る役割や,業 績結果に基づいて成員に何 らかの報酬

を与えることで成員のモチベーションを刺激 し,長 期的には組織文化 に影響を与える役割
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が存在 していると考えることができる。

5.管 理会計研究の展開

近年,JITやTQC等 の 日本的な管理 システムの有効性が認識 されるに従 って,自 律調

整的で高い相互依存性を特長 とする組織における有効なコントロール ・システムについて

の研究が進 あられている。例えば,Otley(1994)で は,少 人数で職務区分が明確でな く,

内部相互依存性の高い集団で構成 されるような組織では,ア ンソニー的なマネ ジメ ント・

コントロール概念,特 にタスク ・コントロールの考え方 は適切ではな く,集 団の自律的意

思決定や調整活動 をサポー トするコントロール ・システムが必要であると指摘 している。

このようなコントロール・システムを対象 とした研究 として,Macintosh&Daft(1987)

では,Thompson(1967)に よる,集 積的(pooled)・ 順序的(sequential)・ 双方向的

(reciprocal)と いう部門間の相互依存性の区分に依拠 しなが ら,部 門間の相互依存性の程

度 とコン トロール ・システムの関係が実証されている。相互依存性 とは,あ る部門がタス

クの遂行 において他の部門に依存する程度 と定義されている。 そこでは,相 互依存関係が

集積的 ・順序的な状況においては,伝 統的な標準的業務手続や業務予算,定 期的な業績報

告情報が部門管理に利用 されていたが,双 方向的な依存関係の下では,標 準的業務手続や

業務予算はあまり利用 されないことが明 らかにされた。 この実証結果は,部 門間の相互依

存性の程度が,利 用されるコン トロール手法やその利用のされ方 に影響することを意味 し

ている(2)。また,定 期的な業績報告情報 は双方向的な依存関係において も利用 されていた

が,そ れは上司が部門の効率性を測定 し活動を調整するためではな く,む しろ部 門におけ

る計画の策定 と調整活動 に利用 されていることが指摘されている。

同様に,Abernethy&Lillis(1995)に おいて も,部 門内や部門間の水平的な調整活動

の促進に対 して,集 団業務の効率性の測定を重視 した業績指標の重要性 は低下することが

実証 されている。 また,Bankeretal.(1993)で は,従 業員の自律的活動 を必要 とする企

業(JIT・TQM・Team型 組織の導入が見 られ る企業)で は,従 業員が自己の意思決定に

利用できるように,生 産性や品質 に関する非財務的なプロセス情報の提供が積極的 に行わ

れていること,ま た,こ のようなプロセス情報の提供が,従 業員のモラル向上や効果的な

(2)Bouwens&Abernethy(2000)で は,(顧 客 重視)戦 略が マネ ジメ ン ト・コ ン トロールの特

徴 を決定付 けるので はな く,(顧 客重視)戦 略が 部門間 の相 互依存 性の程 度 に影響 し,相 互依存

性 の程 度が マネ ジメ ン ト・コン トロールの特徴を決定付 けるこ とが実証 されて いる。
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学習に有効であることが実証 されている。

ただし,先 の レビューで も明 らかにされたように,活 動 プロセスに対 して部門内や部門

間の意思決定や調整に必要な情報が提供す るだけでな く,部 門間や部門内におけるイ ンタ

ラクションや活動 に積極的に参加す る意識を生み出すために,業 績評価手法などのイ ンセ

ンティブ ・システムの変革 も不可欠である。

この点 について,Drakeetal.(1999)で は,作 業集団に対す るABCを 利用 した活動

プロセス情報の提供 は,個 人業績を基準 とした場合よ りも,集 団業績を基準 とした業績評

価 システムのほうが,高 い協働のモチベー ションや活動成果を生み出す ことが示 されてい

る。 さらに,Scott&Tiessen(1999)で は,集 団メンバーに理解容易なプロセス情報(財

務的 ・非財務的情報)を 提供することや,そ の業績指標設定 に集団メンバーを参加 させる

ことは,計 画設定に関す る集 団内コ ミュニケーションの活性化 を通 じて,良 好な成果を生

み出す ことが実証されている。また,理 解容易なプロセス情報の提供が,集 団業績への影

響可能性 に対する彼 らの知覚 を高め,そ れが集団ベースの報酬の受容や集団成果への注 目

を生み出 し,間 接的に成果に影響す ることが実証 されている。

これ らの研究 は,集 団メンバーに対す る理解容易なプロセス情報の提供や業績測定指標

設定への参加,集 団ベースの業績評価 ・報酬 といった特徴を持つ管理会計手法が,部 門間

の高い相互依存性を必要とす る組織 において有効であることを示 している。 この関係は,

以下の図にまとめ られ る。

日本 においては,従 来 コス トセ ンターと して管理 されていた製造工程を,一 つ のプロ

プロセス情報の提供 → 意思決定の有用性

↓ ↓
業績への影響可能性の知覚 → 相互依存性の受容

他者との関係の知覚 責任共有の受容

感 スの_集_/
業績評価 自己への リターンの知覚

図4

蘇

＼

↓

フ ィ ッ トセ ンター と して管 理 す る分権型 経営手 法で あ る,ミ ニ ・プ ロフィ ッ トセ ンター(以

下,MPC)の 研究 が注 目を集 めて い る③。MPCで は,各MPCに 対 して利 益責 任 を負わ

せ る ことで,メ ンバ ー に対 して収益 性 意識 を醸 成す る。MPCの リーダ ーは 自分 のMPC
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の業務を包括的に管理 し,積 極的な組織内外の情報収集や意思決定を実行 し,時 には依存

関係のある他のMPCや 職能部門との 自律的調整を図 りながら,自 分の所属するMPCの

収益向上 を目指す とされている。

MPCの 研究は,MPC導 入企業 を対象 とした長期的なケース研究を中心 に進 め られて

お り,実 務の観察を通 じて,利 用 される管理会計手法の特色が抽出されている。ケースに

より構築 される管理会計手法 の形態は異なっているが,こ れ らの研究では,MPCの メ ン

バーに対 して,製 造 プロセスの状況や成果に関する理解 しやすい会計情報 を提供す る管理

会計手法が,製 造工程における自律的意思決定や組織 間のコ ミュニケーションの促進 に貢

献 していることが示 されている。 また,一 部の研究では,欧 米の実証研究で見出された分

権制組織における管理会計手法の特徴 は,MPCに 利用 される管理会計手法 にも当てはま

ることが観察されているω。

6.結 び に か え て

本稿では,分 権制組織として分権化された製造工程をとりあげ,そ こにおけるマネジメ

ン ト・コン トロールの考 え方や管理会計手法の設計や役割の変化について検討 した。欧米

の実証研究のレビューか ら,集 団メンバーに対する理解容易なプロセス情報 の提供や業績

測定指標設定への参加,集 団ベースの業績評価 ・報酬 といった特徴を持つ管理会計手法が

有効であることが示 された。

しか しなが ら,こ れ らの実証研究は,コ ン トロール ・システムの一部である管理会計手

法に焦点が当て られており,図1に 示 したような,集 団の相互作用 プロセスに影響す る諸

要因(個 人 ・集団 ・環境 レベル)を 包括的に考慮 しているわけではない。管理会計手法の

効果は,こ れ らの諸要因の状況 に大き く影響を受けるし,逆 に影響を与えるものである。

また,他 のコントロール ・システムと管理会計手法の適合性 も考慮 される必要がある。

この点,日 本のMPCに 関す る一連のケース研究は,日 本独特の組織形態を対象 とした

研究ではあるが,集 団の相互作用プロセスに影響する諸要因を考慮 した上で,管 理会計手

法を含むコン トロール ・システム全体 が,製 造工程の業績 に与える影響を長期的に観察で

きるという点において,大 きな意義があると思われる。

(3)谷(1997);谷 ・三 矢(1998);三 矢(1997)(2003);吉 田 ・松 木(2001);Cooper(1995)を

参 照。

(4)窪 田他(2004)を 参 照。
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ただ し,MPCに おける管理会計手法のあ り方や運用方法については,ケ ース ごとに相

違がある。例えば,業 績評価の仕組みについては,MPCの 成果をメンバーの評価 に影響

させ ないケ ースが見 られ る一 方で,人 事評 価 ・給与 ・ボー ナス に直接影 響 させ るケー ス も

存在 してお り,全 てのケースにおいて,欧 米における実証研究結果がそのまま当てはまる

わけで はな いよ うで あ る。

よ って,さ らな るケ ース研究 の蓄積 と比 較検討 を通 じて,MPCに おけ るケー ス間の コ

ン トロール ・システムの相違や欧米における実証研究結果 との相違 を生み出している諸要

因について検討 される必要があろう。 これ らは,今 後の大 きな研究課題であると考え られ

る 。
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